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資金収支計算書 

□資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入り情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収入の

部」「投資・財務的収支の部」の三つの区分に分けて表した財務書類です。 

 
□資金収支計算書の概要                                       （単位：千円） 

経常的収支の部  公共資産整備収支の部

収入  
330,022 
(50,767 増 ) 

②資金不足  
551,870 

(127,121 増 ) 

支出  

881,892 
(177,888 増 )

  

 

 
支出  

2,149,177
(259,491 増 )

投資・財務的収支の部

収入  
36,959 

(16,986 減 ) 

③資金不足  
683,529 

(101,111 増 ) 

支出  

720,488 
(84,125 増 )

収入  

3,472,821
(489,628 増 )

①収支余剰

1,323,644
(230,137 増 )

  

  

 

  

当年度歳計現金増減額

（①‐②‐③） 

88,245 
(1,905 増 ) 

 

     

期首歳計現金残高   期末歳計現金残高  

1. 総括 

「経 常 的 収 支 の部 」で生 じた収

支余剰 13 億 2,364 万円で「公共

資 産 整 備 収 支 の部 」の収 支 不 足

額 5 億 5,187 万円と「投資・財務

的収支の部」の収支不足額 6 億

8,353 万円を補てんし、残余 8,825 

万円を期首歳計現金に加算しまし

た。この結果、期末歳計現金残高

は 5 億 6,846 万円となりました。 

 

2. 経常的収支の部 

(1) 経常的支出 

人 件 費 や物 件 費 、社 会 保 障

給 付 費 、補 助 金 、他 会 計 繰 出

金など日常の行政サービスを行

うにあたって必 要 な費 用 で、定

額 給 付 金 給 付 事 業 等 により補

助 費 が大 幅 に増 加 したことによ

り、対前年度 2 億 5,949 万円増

の 21 億 4,918 万円となりました。 480,211  568,456 

 
(2) 経常的収入 

地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で、対前年度 4 億

8,963 万円増の 34 億 7,282 万円と大幅な増加となっています。これは、定額給付金給付事業交

付金 1 億 1,754 万円や地域活性化・生活対策臨時交付金 1 億 330 万円、地域活性化・経済危

機対策臨時交付金 1 億 5,132 万円が、決算統計処理上、公共資産整備に充当したものも含め一

般財源（経常的収入）として取り扱われたことによるものです。 

これらの結果、経常収支の差額は対前年度 2 億 3,014 万円増の 13 億 2,364 万円となり、公共

施設整備や地方債償還などに充当されることになります。 
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3. 公共資産整備収支の部 

(1) 支 出 

社会資本を整備した公共資産整備支出が、前述の各種交付金事業により対前年度 1 億

7,789 万円増の 8 億 8,189 万円となりました。この内、他団体に対する公共資産整備補助金

等支出は 1,010 万円となっています。 

 
(2) 収 入 

公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が 1 億 7,436 万円（1,280 万円減）、地方

債発行額が 1 億 1,700 万円（2,850 万円増）、その他の収入が 3,866 万円（3,506 万円増）で、

合計では 3 億 3,002 万円（5,077 万円増）になっています。 

この結果、公共資産整備の収支の額は 5 億 5,187 万円の赤字になっていますが、この不足

額は、経常収支の黒字により賄われたことになります。 

 

4. 投資・財務的収支の部 

(1) 支 出 

地方債償還額 3 億 6,484 万円で最も大きく、次いで、基金積立金 2 億 957 万円、他会計

等への公債費充当財源繰出支出 1 億 4,355 万円となっています。 

財政調整基金と減債基金に 1 億円ずつ積み立てを行ったため、合計は対前年度 8,413 万

円増の 7 億 2,049 万円になりました。※財政調整基金は前年度も 1 億円積み立てしています。 

 
(2) 収 入 

支出の財源となった貸付金回収額が 1,507 万円、公共資産等売却収入が 18 万円、その他

収入が 2,171 万円で、合計では 3,696 万円となっています。 

この結果、投資・財務的収支の額は 6 億 8,353 万円の赤字となっていますが、この不足額は、

経常収支の黒字により賄われたことになります。 

 

5. 注 記 

(1) 基礎的財政収支に関する情報                               （単位：千円） 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）と

は、地方債などの借金を除いた歳入と、過去

の借金の元利払いなどを除いた歳出の差の

ことで、歳 出 の方が多ければ将 来の借金負

担が増加していくことになり、歳出の方が少な

ければ借金が減少していることを示します。 

平成 21 年度では、基礎的支出が 35 億

2,173 万 円 に対 し、元 利 償 還 額 が 31 億

3,158 万円のため、基礎的財政収支は 3 億

9,015 万円のプラスとなりました。 

基礎的財政収支 Ａ－Ｂ 390,150

合  計  Ａ 3,521,729

収入総額（繰越金を除く） 3,839,802

地方債発行額  △315,000

基
礎
的
収
入 財政調整基金等取崩額  △3,073

合  計  Ｂ 3,131,579

支出総額  3,751,557

地方債元利償還額  △414,438

基
礎
的
支
出 財政調整基金等積立額  △205,540
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貸借対照表（バランスシート） 

□貸借対照表とは 

地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明らかにするもの

ですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債を抱えているかが分かりにくいものとなっています。 

貸借対照表は、これまでに取得した土地や建物などの資産を形成するための財源がどのように調達さ

れたのかを明らかにします。この貸借対照表では、左側（借方）に村が保有している土地・建物・預金な

どの「資産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来世代が負担し今後支払いが必要と

なるもの「負債」と、これまでの世代が既に負担し必要のないもの「純資産」がいくらあるかが示されます。 

 

□貸借対照表の概要 

1. 総 括 

平成 21 年度末の「資産」は、247 億 3,734 万円となります。この「資産」を形成するための財源は、

国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資産」が 203 億 5,806 万円で、将来の世代が負担

する「負債」は 43 億 6,928 万円となっています。「負債」と「資産」の割合は、概ね 15：85 となります。 

貸借対照表 

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 
【 資 産 の 部 】 

（土地・建物・預金など） 
【 負 債 の 部】 

将来の世代が負担（今後支払いが必要） 
１ 固定負債  

(1)地方債  

(2)長期未払金  

(3)退職手当引当金  

(4)損失補償等引当金  

２ 流動負債  

(1)翌年度償還予定地方債  

(2)短期借入金  

(3)未払金  

(4)翌年度支払予定退職手当  

(5)賞与引当金  

負 債 合 計 

3,991,949

3,111,138

0

880,811

0

377,334

352,363

0

0

0

24,971

4,369,283
【 純 資 産 】 

これまでの世代が負担（支払い不要） 

１ 公共資産  

(1)有形固定資産   

(2)売却可能資産   

 
２ 投資等  

(1)投資及び出資金  

(2)貸付金  

(3)基金等  

(4)長期延滞債権  

(5)回収不能見込額  

 
３ 流動資産  

(1)現金預金  

(2)未収金  

21,517,266

21,510,362

6,904

1,379,009

89,446

149,591

1,137,716

2,385
△129

1,831,067

1,826,567

4,500
１ 公共資産等整備国県補助金等  

２ 公共資産等整備一般財源等  

３ その他一般財源等  

４ 資産評価差額  

純 資 産 合 計 

2,554,428

18,276,064
△472,037

△396

20,358,059

資 産 合 計 24,727,342 負債・純資産合計  24,727,342
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2. 資 産 

(1) 公共資産 

資産のうち「公共資産」は、「有形固定資産」と「売却可

能資産」で構成されており、215 億 1,727 万円と「総資産」

の 87％を占めています。 

 
ア. 有形固定資産 

道路や公園、小中学校・保育所などの土地や建物などの有形固定資産は、215 億 1,036 万円

で、主な内訳をみると、道路・河川などのインフラ整備に 119 億 5,057 万円（構成比 55.6％）、学

校や公民館・図書館などの教育文化施設に 34 億 9,142 万円（16.2％）、役場庁舎などの整備や

普通財産の取得に 26 億 1,851 万円（12.2％）となっています。 

 

イ. 売却可能資産 

柿外土住宅団地 1 区画分 690 万円となっています。 

本来、村の公有資産のうち、現在直接行政の目的に使用されていない売却可能資産（ただし、

水源涵養や環境保護の役割の大きい山林等は除く。）を計上することとなっており、今後、資産台

帳の整備に伴い、数値が変更します。 

 
(2) 投資等 

資産のうち「投資等」は、民間企業や第三セクターなど

への「出資金」や「貸付金」、「基金」などで 13 億 7,901 万

円となっています。 

 
ア. 投資及び出資金 

広域連合や豊丘村土地開発公社などに 8,945 万円の出資をしています。 

イ. 貸付金 

林の杜ふるさと融資貸付金や奨学金などで 1 億 4,959 万円の残高を計上しています。 

ウ. 基金等 

基金は、公共施設整備基金やふるさと創生基金などの特定目的基金が 7 億 8,459 万円、

土地開発基金 3 億 5,312 万円となっています。 

エ. 長期延滞債権 

村税などで、納付期限から 1 年以上納付されていない債権が 239 万円あります。 

オ. 回収不能見込額 

過去の不納欠損処分の実績から、13 万円を回収不能見込額として計上しています。 

 

 

 

 

資 産 

1 公共資産  
負 債 

2 投資等  

3 流動資産  
純資産 

資 産 

1 公共資産  
負 債 

2 投資等  

3 流動資産  
純資産 
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(3) 流動資産 

資産のうち「流動資産」は、財政調整や減債のための

「基金」や「現金」などで、総額 18 億 3,107 万円となって

います。 

 
ア. 現金預金 

財政調整基金・減債基金で 12 億 5,811 万円、普通会計内の現金預金で 5 億 6,846 万円

となっています。 

イ. 未収金 

平成 21 年度の歳入として計上（調定）した地方税などとして、450 万円が未収金となってい

ます。 

 
3. 負 債 

(1) 固定負債 

負債のうち「固定負債」は平成 23 年度（翌々年度） 

以降に支払いや返済が行われる「地方債」、「退職手

当引当金」で、合計 39 億 9,195 万円となっています。 

 
ア. 地方債 

地方債のうち、平成 23 年度以降に償還されるものが 31 億 1,114 万円で、負債総額の

71％を占めています。 

 

イ. 退職手当引当金 

特別職を含む普通会計の全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要と見込ま

れる退職手当支給額と退職手当組合積立不足額等の合計で 8 億 8,081 万円となっています。 

 
(2) 流動負債 

負債のうち流動負債は、1 年以内に支払いや返済が

行われる「地方債」、「未払金」、「賞与引当金」などで、合

計 3 億 7,733 万円となっています。 

 
ア. 翌年度償還予定地方債 

地方債のうち、平成 21 年度償還予定額は 3 億 5,236 万円となっています。 

イ. 賞与引当金 

平成 22 年 6 月に支給される賞与のうち、平成 21 年度負担相当額で、2,497 万円となって

います。 

 

 

資 産 

1 公共資産  
負 債 

2 投資等  

3 流動資産  
純資産 

負 債 

1 固定負債  

2 流動負債 
資 産 

純資産 

負 債 

1 固定負債 

2 流動負債  
資 産 

純資産 
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(3) 純資産 

ア. 公共資産等整備国県補助金等 

住民サービスの提供に必要な資産整備な

どの財源として国・県から受けた補助金で 25

億 5,443 万円となっています。 

 

イ. 公共資産等整備一般財源等 

住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源のうち、上記国・県補助金と建設地方債

を除いたもので、182 億 7,606 万円となります。 

 

ウ. その他の一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額で△4 億

7,204 万円となっています。翌年度以降に自由に使用できる財源がマイナスということは、すな

わち、将来の財源のうち 4 億 7,204 万円については使途がすでに拘束されていることになりま

す。具体的には、退職手当引当金や赤字地方債など資産形成が伴わない（将来に負担のみ

を残している）負債が存在し、その支払いに対する備えが蓄えられていないことを表しており、将

来の税収などの一般財源により、これを賄わなければならない状況となっています。ただし、この

うち臨時財政対策債や減税補てん債などの赤字地方債は、地方交付税の代替措置として発

行が認められたものであり、償還財源は将来の地方交付税により賄うことが見込まれます。 

 
エ. 資産評価差額 

保有している土地を時価評価した際の取得価格との差額で 40 万円となっています。 

 
(4) 注 記 

ア. 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

他団体及び民間への支出金により形成された資産は、総額で 14 億 4,919 万円あり、このう

ち 7 億 7,914 万円が一般財源等により充当されています。 

 

イ. 交付税措置地方債の金額 

地方債残高 34 億 6,350 万円に対し、39 億 9,097 万円が将来の地方交付税の算定基礎

に含まれることが見込まれています。これは、地方債残高のうち交付税措置率が 100％の臨時

財政対策債が 39％を占めていること、元金のみのため償還利息分が含まれていないことなどで、

逆転が生じていると判断されます。 

 

ウ. 普通会計の将来負担に関する情報 

普通会計の将来負担額は地方債の償還等により、2 億 4,506 万円減少し 64 億 9,624 万

円になりました。一方、将来負担軽減資産は基金への積み増し等により 2 億 5,235 万円増加し

65 億 4,471 万円となり、将来負担額に対し 4,872 万円上回る良好な状況となっています。 

負 債 

純資産 

資 産
ア.公共資産等整備国県補助金等 

イ.公共資産等整備一般財源等 

ウ.その他一般財源等 

エ.資産評価差額 
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エ. 土地及び減価償却累計額 

有形固定資産 215 億 1,036 万円のうち、土地は 25 億 8,174 万円あります。減価償却累計

額は 152 億 3,178 万円あり、償却対象資産の取得価格 341 億 6,040 万円に対し 44.6％の

減価償却が進んでいることになります。 

 
□貸借対照表を用いた財政分析 

1. 純資産比率＝82.3％ 

企業会計でいう自己資本比率に相当するもの

で、総資本の中に占める純資産の割合を示しま

す。この比率が高いほど、将来返済を負わない資

金（純資産）で固定資産が整備されたことになりま

す。しかし、企業会計の自己資本は、社外からの

資本及び利益の内部留保資金ですが、この貸借

対照表の純資産は、これまでの世代の社会資本

形成の負担額ですので、純資産比率が高いこと

が、そのまま投資余力があるとは限りません。（全国市町村平均 70％程度） 

 
2. 歳入額対資産比率＝6.4 年 

資産合計は社会資本形成の総額を表すことから、歳入合計により除すことで、社会資本形成に何

年分の歳入が充当されたか示します。これは年数が高いほど、既に社会資本整備ができていると考え

られますが、反面、維持管理費が多く発生し、財政的な負担を強いるものと考えられます。この指数に

より、社会資本投資に対する行政判断の参考となります。 

当村の場合、現状の社会資本を形成するためには、6.4 年分の収入が必要であることが示されてい

ます。（H20 長野県市町村平均 5.0 年） 

資産合計  24,727,342 千円  

歳入合計  3,839,802 千円  
＝ 6.4 年  

 
3. 資産老朽化比率＝44.6％（再掲） 

  有形固定資産の土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、耐用年

数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。数値

が高いほど減価償却が進み、資産が老朽化していることを示しており、当村は 44.6％となっています。

（H20 長野県市町村平均 46.0％） 

減価償却累計額  

有形固定資産－土地＋原価償却累計額

 

15,231,779 千円  

21,510,362 千円－2,581,740 千円＋15,231,779 千円  
＝ 44.6％ 

資 産  負 債  

将来の世代が負担  

43 億 6,928 万円  

【17.7%】 

純資産  
247 億 2,734 万円  

【100％】 
これまでの世代が負担

203 億 5,806 万円  

【82.3%】 
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4. 社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの

世代によって既に負担された割合を見ることができます。また、地方債残高の割合により将来世代が

負担する割合を見ることができます。 

ア. 過去及び現世代負担比率＝94.6％ 

純資産合計  20,358,059 千円  

公共資産合計  21,517,266 千円  
＝ 94.6％ 

 

イ. 将来世代負担比率＝16.1％（H20 長野県市町村平均 22.5％） 

地方債残高  3,463,501 千円  

公共資産合計  21,517,266 千円  
＝ 16.1％ 

 
公共資産は、それを使用することにより住民サービスを生み出すものであり、過去及び現世代負担

比率が高ければ、これまでの世代が負担した税金等で形成された資産から将来に渡ってサービスが

受けられるため、将来世代の負担は少ないことになります。逆に、将来負担世代比率が高ければ、現

在使用する資産を将来納付される税金等により形成していることになるため、将来世代の負担は大き

いことになります。 

当村の場合、過去及び現世代負担比率が 94.6％と高く、将来世代負担比率が 16.1％と低い状況

であり、未来の子ども達への負担が軽いことがわかります。 

 

 
5. 地方債の償還可能年数＝3.1 年 

地方債の返済のため、毎年度収入のうち、返済に充てることが可能な金額の全てをもって、返済し

たと仮定した場合の所要年数です。所要年数が少ないほど、地方債の残高が少なく、財政状況が健

全であると言えます。地方債の償還可能年数の平均的な値は 3 年～9 年の間になります。 

当村の地方債の償還可能年数は、3.1 年と低い数値となっており、将来世代負担比率と同様、将

来に負担が少ないことがわかります。 

 

地方債残高  3,463,501 千円  

経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く） 1,122,571 千円  
＝ 3.1 年  
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6. 有形固定資産の行政目的割合 

有形固定資産の行政目的割合を見ることで、行政分野ごとの公共資産の比重を把握することができ

ます。道路などの生活インフラ・国土保全が 55.6％で最も多く、次いで教育が 16.2％となっています。 

目 的  資 産 額 構 成 比

①生活インフラ・国土保全  11,950,571 55.6%

②教 育 3,491,421 16.2%

③福 祉 1,173,838 5.5%

④環境衛生  703,443 3.3%

⑤産業振興  1,405,094 6.5%

⑥消 防 167,482 0.8%

⑦総 務 2,618,513 12.2%

有 形 固 定 資 産 計  21,510,362 100.0%

有形固定資産の割合

②教育
16.2%

③福祉
5.5%

④環境衛生
3.3%

⑤産業振興
6.5%

⑦総務
12.2%

⑥消防
0.8%

①生活インフラ・
国土保全 55.6%

 
 

 

7. 住民１人あたりの貸借対照表 

住民１人あたりの貸借対照表 

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部】 

１ 固定負債  

２ 流動負債  

負 債 合 計 

567

54

621

【 純 資 産 】 

１ 公共資産  

２ 投資等  

３ 流動資産  

3,060

196

260

純 資 産 合 計 2,895

資 産 合 計 3,516 負債・純資産合計  3,516

（H22.3.31 現在住民基本台帳人口 7,033 人） 

貸借対照表を住民 1 人あたりに換算すると、資産は 352 万円、うち公共資産が 306 万円、投資等が

20 万円となっています。これに対し、負債は 62 万円、純資産は 290 万円です。 
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行政コスト計算書 

□行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉サービスやごみの収集のように「資産形成につながら

ない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービスの対価として得られた財源（経

常収益）」を対比させた財務諸表です。 

 

□行政コスト計算書の概要 

1. 総 括 

平成 21 年度の「経常行政コスト」は非現金支出を含め 31 億 3,521 万円で、これに対して「経常収

益」は 1 億 1,936 万円（負担割合は 3.8％）で、差し引き「純経常行政コスト」は 30 億 1,585 万円となり

ます。これを住民基本台帳人口 7,033 人で割った住民一人当たりの行政コストは 429 万円になります。 

行政コスト計算書 

（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

 総 額 構成比率  

経常行政コスト a 313,5211 100.0％ 

1 人にかかるコスト 

(1)人件費  

(2)退職手当引当金繰入等  

(3)賞与引当金繰入額  

2 物にかかるコスト 

(1)物件費  

(2)維持補修費  

(3)減価償却  

3 移転支出的なコスト 

(1)社会保障給付  

(2)補助金等  

(3)他会計等への支出額  

(4)他団体への公共資産整備補助金等  

4 その他のコスト 

(1)支払利息  

(2)回収不能見込計上額  

(3)その他行政コスト 

619,602 

464,325 

130,306 

24,971 

1,289,451 

479,935 

52,248 

757,268 

1,176,667 

228,718 

497,710 

440,133 

10,106 

49,491 

49,601 
△110 

0 

19.8％ 

14.8％ 

4.2％ 

0.8％ 

41.1％ 

15.3％ 

1.7％ 

24.2％ 

37.5％ 

7.3％ 

15.9％ 

14.0％ 

0.3％ 

1.6％ 

1.6％ 

0.0％ 

0.0％ 

経常収益  b 119,357 100.0％ 

1 使用料・手数料  

2 分担金・負担金・寄付金  
103,570 

15,787 

86.7％ 

13.3％ 

（差引）純経常行政コスト a-b 3,015,854 100.0％ 
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2. 経常行政コスト 

(1) 性質別行政コスト 

資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費を性質別に見てみ

ると、人件費など「人にかかるコスト」が 6 億 1,960 万円で「経常行政コスト」の 19.8％を占めていま

す。 

物件費などの「物にかかるコスト」は、12 億 8,945 万円（41.1％）で、内訳としては、物件費 4 億

7,994 万円、維持補修費 5,225 万円、減価償却費 7 億 5,727 万円となっています。 

社会保障給付など「移転支出的なコスト」は、11 億 7,667 万円（37.5％）で、主なものとしては、社

会保障給付が 2 億 2,872 万円、補助金等 4 億 9,771 万円、他会計等への支出金 4 億 4,013 万

円です。 

支払利息などの「その他のコスト」は、4,949 万円（1.6％）で、支払利息が 4,960 万円となってい

ます。 

 
２ 目的別行政コスト 

「経常行政コスト」を目的別に見ると、福祉が 8 億 3,896 万円（構成比 26.8％）で最も多く、次いで総務

5 億 8,288 万円（18.6％）、生活インフラ・国土保全が 5 億 5,371 万円（17.7％）の順になっています。 

 

目的別経常行政コスト 

（単位：百万円） 

0

0

50

56

583

166

400

201

839

287

554

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

その他

回収不能
見込計上額

支 払 利 息

議　会

総　務

消　防

産 業 振 興

環 境 衛 生

福　祉

教　育

生活インフラ・
国土保全
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純資産変動計算書 

□純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動

したのかを表している計算書です。 

 
□純資産変動計算書の概要 

1. 総 括 

平成 21 年度の純経常行政コスト 30 億 1,585 万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源

が 25 億 3,240 万円、補助金等が 8 億 5,616 万円ありました。 

この結果、期首に 199 億 9,613 万円であった純資産残高が、期末では 203 億 5,860 万円となりまし

た。 

純資産変動計算書 

（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

区   分  金   額  

期首純資産残高  19,996,133 

純経常行政コスト  

一般財源  

地方税  

地方交付税  

その他行政コスト充当財源

補助金等受入  

臨時損益  

災害復旧事業費  

公共資産除売却損益  

投資損失  

損失補償等引当金繰入等

資産評価替えによる変動額  

無償受贈資産受入  

その他   

△3,015,854 

2,532,403 

599,242 

1,656,158 

277,003 

856,160 
△10,387 

△10,320 

179 
△246 

0 
△396 

0 

0 

増減額合計  361,926 

期末純資産残高  20,358,059 
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2. 純資産の内訳 

(1) 公共資産等整備国県補助金等  

まちづくり交付金事業などで、1 億 7,324 万円の国県費を受けましたが、国県費補助金の減価償

却が 1 億 3,882 万円あり、前年度と比べ 3,442 万円の増加となりました。この結果、期末純資産残

高は、25 億 5,443 万円となりました。 

(2) 公共資産等整備一般財源等 

前述の資産整備などの財源のうち、国県補助金と建設地方債を除いたもので、182 億 7,606 万

円となり、純資産合計の 89.8％を占めています。 

 

(3) その他一般財源 

ア. 純経常行政コストと財源 

「純経常コスト」30 億 1,585 万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源を 25 億

3,240 万円、補助金を 6 億 8,292 万円充てた結果、1 億 9,947 万円の財源超過となっていま

す。 

 
イ. 科目振替 

① 公共資産整備への財源投入 

5 億 8,155 万円の一般財源を公共資産整備に充当しました。 

② 貸付金・出資金等への財源投入及び回収等による財源増 

貸付金・出資金等への財源投入及び回収では、差し引き 8,701 万円を公共資産等整

備一般財源等からその他一般財源等へ振り替えました。また、減価償却により 7 億 5,727

万円を公共資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一般財源等からその他一般

財源等へ振り替えています。 

③ 地方債償還に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源として発行した地方債を一般財源で 2 億 7,452 万円償還した

ことにより、その他一般財源等から公共資産等整備一般財源等へ振り替えました。 

 
以上の結果、その他一般財源は 9,898 万円増加し、△4 億 7,204 万円となっています。 


